
平成 22 年 10 月 4日

１　市民の安全と安心を守る流域と一体となった浸水対策の推進

平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 北九州市

近年多発する局所的集中豪雨や都市化に伴う浸水被害の増大に対し、河川改修や流域での貯留などにより、浸水対策を実施することによって治水安全度の向上を図る。

・浸水を防止するための護岸の整備状況
・流域貯留施設の整備状況

（H22当初） （H24末） （H26末）
現況からの護岸整備達成延長
(護岸整備率）＝｛（年度末時点護岸整備済延長）／（護岸整備全延長）｝

A１　河川事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業及び 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 施設種別 H22 H23 H24 H25 H26

A1-1 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=200ｍ) 北九州市 501.0

A1-2 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=360ｍ) 北九州市 504.0

A1-3 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=340ｍ) 北九州市 522.0

A1-4 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=200ｍ) 北九州市 90.0

A1-5 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=600ｍ) 北九州市 567.0

A1-6 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=200ｍ) 北九州市 555.0

A1-7 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=1,500ｍ) 北九州市 1,277.7

A1-8 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=700ｍ) 北九州市 750.0

A1-9 河川 一般 北九州市 直接 都市基盤河川 － 護岸,掘削(L=440ｍ) 北九州市 1,200.0

A1-10 河川 一般 北九州市 直接 準 用 － 護岸,掘削(L=90ｍ) 北九州市 339.0

A1-11 河川 一般 北九州市 直接 準 用 － 護岸,掘削(L=90ｍ) 北九州市 12.0

A1-12 河川 一般 北九州市 直接 流 貯 － 農業用ため池改修　3箇所 北九州市 48.0

合計 6,365.7

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計 0.0

番号 備考一体的に実施することにより期待される効果

工種
事業者 要素となる事業名 事業内容

全体事業費

（百万円）

Ａ Ｂ 291 百万円

省略
工種

番号
省略

相割川都市基盤河川改修事業

神嶽川都市基盤河川改修事業

紫川都市基盤河川改修事業

江川都市基盤河川改修事業

割子川都市基盤河川改修事業

板櫃川都市基盤河川改修事業

金山川都市基盤河川改修事業

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
4.4%

交付対象事業

0 百万円

要素となる事業名

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

全体事業費 6,657 百万円

事業者

最終目標値中間目標値

65% 68%

全体事業費

（百万円）

市町村名

市町村名

　　定量的指標の定義及び算定式

事業実施期間（年度）

当初現況値

効果促進事業費の割合

定量的指標の現況値及び目標値

事業内容

備考

社会資本総合整備計画（水の安全・安心基盤整備）
計画の名称

交付対象
計画の目標
計画の期間

　　計画の成果目標（定量的指標）

流域における流出抑制効果の高い貯留施設の整備箇所数
0箇所 3箇所

金山川流域貯留浸透事業

Ｃ6,366 百万円

遠賀川圏域総合流域防災事業（朽網川）

遠賀川圏域総合流域防災事業（大野川）

笹尾川都市基盤河川改修事業

金剛川都市基盤河川改修事業



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

C1-1 施設整備 一般 北九州市 直接 迅速な避難活動支援 北九州市 230.0

C1-2 計画・調整 一般 北九州市 直接 ハザードマップ作成 北九州市 22.0

C1-3 施設整備 一般 北九州市 直接 水防資材備蓄事業 北九州市 39.0

合計 291.0

番号 備考

C1-1

C1-2

C1-3

備蓄整備

・避難警報機器の設置
・避難判断をするため
　の水位計設置
・円滑な避難を行うための
　避難経路確保対策

全体事業費

（百万円）事業者 市町村名番号 事業内容要素となる事業名

一体的に実施することにより期待される効果

工種

省略

避難活動
関連整備

ハザードマップ

基幹事業（A1-1～A1-11）　ハザードマップに避難場所、経路、浸水想定範囲を表示することにより、災害時における住民の適切な対応を促し、浸水被害の軽減を図る。

基幹事業（A1-1～A1-11）　避難情報の提供や避難経路の確保対策など、災害時における住民の円滑な避難活動の支援を行い、浸水被害の軽減を図る。

基幹事業（A1-7～A1-9） 　水防資材（土のう等）を備蓄する倉庫を整備し、水防資材を備蓄することにより、災害発生時に緊急的な水防活動を支援し、浸水被害の軽減を図る。

　事業河川毎の
　ハザードマップ作成

・水防資材備蓄倉庫の整備
・水防資材の購入



計画の名称 １　市民の安全と安心を守る流域と一体となった浸水対策の推進
計画の期間 平成２２年度～平成２６年度（５年間） 北九州市

水の安心・安全基盤整備計画　参考図面

交付団体

（様式３）

A1-1笹尾川

都市基盤河川

A1-2金剛川
都市基盤河川

A1-3江川

都市基盤河川

A1-4割子川

都市基盤河川

A1-5板櫃川

都市基盤河川

A1-6金山川
都市基盤河川

A1-7紫川

都市基盤河川

A1-8相割川

都市基盤河川

A1-9神嶽川

都市基盤河川

A1-11遠賀川圏域総

合流域防災事業A1-12金山川

C1-1 迅速な避難活動支援(A1-1～A1-11)
C1-2 ハザードマップ作成 (A1-1～A1-11)

C1-3 水防資材備蓄事業 (A1-7～A1-9)

A1-10

遠賀川圏域総合流域防災事業


